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「第３期県立高等学校再編計画（当初案）」の沿岸南部地区における 

大船渡東高等学校食物文化科の募集停止に関する意見書について 
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   提案理由 

岩手県の「第３期県立高等学校再編計画（当初案）」において、令和10年度から

大船渡東高等学校食物文化科及び高田高等学校海洋システム科の募集停止が示さ

れた。 

これらの学科は、食・水産業を担う人材育成に直結し、地域経済を支えるとと

もに、地域の誇りや魅力を次世代に継承してきた。その廃止は地域産業や担い手

育成に深刻な影響を及ぼすため、存続は不可欠である。よって、岩手県知事及び

岩手県教育委員会に対し、本意見書を提出しようとするものです。 

 



「第３期県立高等学校再編計画（当初案）」の沿岸南部地区における 

大船渡東高等学校食物文化科の募集停止に関する意見書について 

 

岩手県教育委員会が発表した「第３期県立高等学校再編計画（当初案）」におい

て、気仙地域では令和10年度に大船渡東高等学校食物文化科及び高田高等学校海

洋システム科を募集停止とする方向性が示されています。 

しかしながら、これらの学科は、気仙地域の基幹産業と密接に結びつき、食産

業や水産業の次世代を支える人材の育成に直結してきました。特に大船渡東高等

学校食物文化科は、調理師資格の取得を目指す専門的な学びを通じて多くの卒業

生を地域へ送り出してきたほか、地域団体や企業と連携し、地元食材を活かした

商品開発など実践的な学びを展開し、地域資源の活用と魅力発信に大きく寄与し

てきました。 

こうした学科の存在は、単に進学・就職の教育にとどまらず、地域経済を支え、

地域の誇りや魅力を次世代に継承する役割を担っています。そのため、学科の削

減は子どもたちの進路選択の幅を狭め、教育機会の縮小を招くとともに、地域産

業の振興や担い手育成、さらには地域の存続にも深刻かつ長期的な影響を与える

ことが強く懸念されます。 

また、生徒数減少が続くなかでも、公立高等学校の適正配置及び教職員定数の

標準等に関する法律に定められた１学級40名の定員規定は依然として大きな制約

となっており、地方における多様な学びや少人数教育の実現を困難にし、地域の

実情に応じた柔軟な教育体制の構築を妨げています。 

地域住民や商工業関係者からも「地域に必要な学科」との強い存続要望が寄せ

られており、反対の声が広がっています。こうした地域の切実な声を十分に受け

止め、慎重な議論と見直しが必要であります。 

よって、大船渡市議会は、県立高等学校再編において地域の声を十分に尊重し、

以下の事項について強く要望いたします。 

記 

１ 大船渡東高等学校食物文化科、高田高等学校海洋システム科の募集停止に

おける地域産業・人材育成への影響を十分に考慮し、計画を再検討すること。 

２ 大船渡東高等学校における食物文化科の存続にあたっては、調理師養成の

機能を残すこと。 

３ 公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律の規定に基

づく学級40名について、少人数学級の導入とそれに伴う教職員の配置に係る

経費負担について、更に国に対し要望を行うこと。 

 

以上、地方自治法第99条の規定に基づき意見書を提出いたします。 

 

令和７年９月25日 

大船渡市議会  



意見書提出先 

 

１ 岩手県知事 

 

２ 岩手県教育委員会 


